第１号様式（令和３年度）
交付申請書
	（あ　て　先）　京　都　市　長
	　　　年　　　月　　　日

	申請者の住所
（法人その他の団体にあっては，主たる事務所の所在地）
（〒　　　　－　　　　　）
　
	ふりがな：

	
	申請者の氏名 

	
	（法人その他の団体にあっては，名称及び代表者名）

	
	
	　

	
	

	
	（電話　　　　　－　　　　　－　　　　　）

	まちの匠の知恵を活かした京都型耐震・防火リフォーム支援補助金交付要綱第１１条第１項
及び京都市既存住宅省エネリフォーム支援補助金交付要綱第１１条第１項の規定により，
　関係書類を添えて補助金の交付を申請します。

	補助対象
建築物の概要
	所在地
	□申請者の住所と同一
□その他（京都市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	建築年
	（明治・大正・昭和・平成）　　　　　　年

	
	住戸の形態
	□一戸建ての住宅　□共同住宅　□長屋（　　　戸　／全　　　戸）

	
	用途
	□専用住宅
□住宅宿泊事業法第３条第１項の届出に係る住宅（予定を含む）

	
	
	□店舗等を兼ねる住宅
延べ面積　　　　　㎡　　（うち居住部分　　　　 ㎡）
居住部分の面積の割合　　（　　　　％　≧　５０％ ）
居住部分以外の部分の用途（　　　　　　　　　　　 ）

	関係権利者の同意
	関係権利者の同意を得ている。
・所有予定者，居住者，居住予定者の場合…所有者の同意
・複数の者で共有している住宅の場合………共有者全員の同意
・賃貸住宅の場合………………………………賃貸人及び賃借人の全員の同意
	□はい

	※　申請を代理人に委任する場合は，以下について記入してください。
	
	

	＜委任状＞
私（申請者）は，下記の者を代理人と定め，まちの匠の知恵を活かした京
都型耐震・防火リフォーム支援補助金及び京都市既存住宅省エネリフォーム
支援補助金に係る一切の手続の権限を委任します。
年　　月　　日
（委任者）　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
記
（代理人）　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
電　話（日中連絡がつく番号）
　　　　　　　以上
	
	受付欄
※この欄は記入
しないでください

	
	
	受付番号

	
	
	（耐　震）
（防火）
（　　　学区）

	
	
	（省エネ）


	
	
	受付印

	京都市のすまいに関する助成制度等の利用状況
１まちの匠の知恵を活かした京都型耐震・防火リフォーム支援事業　　□申請（予定を含む）□予定なし

２既存住宅の省エネリフォーム支援事業　　□申請（予定を含む）□予定なし
３住宅用太陽光発電・太陽熱利用設備等設置補助事業　　□申請（予定を含む）□予定なし

４空き家の活用・流通支援等補助金　　□申請（予定を含む）□予定なし
５指定京町家改修補助金・個別指定京町家維持修繕補助金　　□申請（予定を含む）□予定なし
	
	中間検査予定日


□ 京都市既存住宅省エネリフォーム支援補助金
	申請しようとする住宅の数
	【　　　　　】戸

申請しようとする住宅が複数の場合は，別記様式を提出してください。

	同種類似

の補助金

の交付に

ついて
	過去の「京都市既存住宅省エネリフォーム支援補助金交付要綱」に基づく補助金の交付について
　□受けていない　

□受けている（利用時期：　　　年　　　月，補助金交付額：　　　　　　　　円）

	
	補助事業を実施する箇所について，上記の補助金のほかの国又は地方公共団体から同種類似の補助金の交付について
	　

□受けたことがない

	補助対象工事
に要する費用
（※）
	　   　　　　　　　　　　　　　　円　（税抜金額としてください。）

	補助金額

（※）
	  　                         　   円

	補助対象工事を申請者から直接請け
負う工事施工者(予定)
	業者名：
	担当者：

	
	本店所在地：〒


	電話：　　－　　－

	補助事業実施予定期間
	令和　　　年　　　月　　　日　～　令和　　　年　　　月　　　日

	補助対象工事の要件
	補助を受けようとする工事について「京都市既存住宅省エネリフォーム支援補助金交付要綱」の別表１から別表３までの規定を満たしている。　　　　　　　　　　
	□はい


※　複数の住宅を申請する場合は，申請しようとする全ての住宅の合計額を記入してください。

	添付書類一覧（番号順に添付のこと）　

	⑴　補助対象工事に係る下請負人リスト（補助対象工事を申請者から直接請け負う工事施工者（予定）が，本店又は主たる事務所を京都市外に置く場合に限る。）

	⑵　補助金額算出書【第２号様式】

	⑶　付近見取図

	⑷　所有者であることを証する書類，又は，居住者であることを証する書類

（交付申請のときから３箇月以内に証明されたものに限る。）

	⑸　補助事業に要する費用の見積書

	⑹　補助事業の計画図面（工事部位，工事内容）

	⑺　申請建築物の全景写真（専用住宅の場合は不要。）

	⑻　使用する材料等が，本市が指定する性能を備えることが分かる書類（製品の省エネ性能等が記されたカタログの写し等。ただし，使用する材料等が，本市が性能を確認済みのものである場合は一覧表。）


※必要に応じて，面積計算表を添付してください。
